
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































険契約者 (被保険者） の遺族である旨を会社に対し明白に立証し， またはこの資格
において該当支払に対し異議をのべた場合においては，保険金受取人と当該遺族と
の間における示談または判決により保険金を受け取るべき資格のある者が定められ
ただし，会社は，常に，保ないかぎり，会社は， 保険金を支払うことはできない。
険金の３分の１に相当する額までを保険金受取人に， または保険金受取人が保険契
の葬儀をすべきときは葬儀費用に充てるため適当な金額を同人に約者（被保険者）
支払う権利を有する。
（保険金受取人の解釈，配偶者の指定,子の指定,相続人の指定，最近親族の指定）
第105条保険金受取人の指定に関する条項の解釈上四囲の情況により保険契約者
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(被保険者)， 2項から５項まで同じ｡)の死亡の時に保険金が支払われる場合におい
次項以下の規定を適用する。ただし， 当時の事情により指定がゆるされる場ては，
合は， このかぎりでない。
妻または夫を保険金受取人に指定したときは， 保険契約者がその死亡の時に同棲翅
していた妻または夫を保険金受取人に指定したものと染なす。
保険契約者がその子を保険金受取人として指定したときは，保険契約者の養子お３
よび養子の子をふくめた保険契約者の子を， 分配法によって定められた分に応じて
それぞれ保険金受取人に指定したものと承なす。
保険契約者の相続人を保険金受取人として指定したときは，各相続人は， 保険契４
約者から造言または法律の適用によって定められた割合によりそれぞれ保険金を承
継取得するものとする。
保険契約者がその最近親族を保険金受取人として指定したときは，５ 保険契約者の
妻または夫を保険金受取人に指定したものと承なす。 ただし，妻または夫が生存し
ていない場合には，保険契約者の子を， 両者がともに生存していない場合には， 前
項の規定により保険契約者の相続人を保険金受取人に指定したものと糸なす。
(保険事故発生前の保険金受取人の死亡）
自己の生命につき死亡保険を付した者が一定の者を保険金受取人と第106条 して指
当該指定された者が保険契約者に先立って死亡したときは，定した場合において，
その指定は，その効；その効力を失う。
(保険金受取人の指定は死亡保険の場合にかぎり有効）
第107条 保険契約の定めるところにより保険契約者 (被保険者）の死亡の時または
その者が一定の年齢に達した時のいずれかの場合において保険金を支払うべきもの
とされているときは，保険金受取人の指定は，保険契約者の死亡の時にの糸，その
効力を有するものと染なす。
〔保険金受取人の権利譲渡）
保険金受取人の指定は，保険契約者が解約返戻金を請求し，譲渡し，抵当第108条
に入れ， その他保険契約上の権利を処分する権利を失わしめるものとはならない。
保険契約者が保険金受取人の指定の取消権を放棄した場合においては， あらかじ
限し，没
２
め保険金受取人の承諾をえないときであっても， 保険金受取人の権利を制限し，
収する等保険契約上の権利を処分する権利を放棄したものと象なす。
(保険金受取人の権利譲渡，抵当権等の禁止）
第109条保険金受取人は，
いる場合においても，保
保険金受取人の指定を取り消すことはできないとされて
険事故が発生する前においては，当該請求権を譲渡し，抵
当に入れ，その他の処理をすることはゆるされない。
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１７３
(保険契約者の地位の承継）
第110条 保険契約者が保険金受取人でない者の生命につき保険を付した場合におい
保険契約者が保険金支払事由の発生する前に死亡したときは， 保険金受取人は，て，
四囲の情況により反対の推定がなされないかぎり，保険契約者の権利を承継するも
のとする。
（生命保険契約譲受人の地位）
買収その他により生命保険契約を譲受けた者は， 会社に対し保険契約上の第111条
すべての権利を取得するものとする。 保険契約の譲渡にあたっては，保険金受取人
の指定取消の権利が放棄されないかぎり，保険金受取人の指定は，消滅する。
（質入の効力）
第112条保険契約者がその請求権を質入したときは，これによって保険金受取人の
指定は取り消されることはない。 取梢の権利を放棄しない場合において， 保険金受
保険契約者の権利に従うものとする。取人の権利は，
２抵当権者は， 貸付金の弁済期において， 保険契約者が解約返戻金の支払によって
抵当権を償還する旨をあらかじめ２カ月の通告をもって請求した後において，
返戻金に対する請求権を取得するものとする。保険事故が発生した場合には，
当該
保険
金を弁済に充てる旨を請求することができる。
３抵当権は， 抵当権者が弁済を請求する前に生じた利益配当金請求権をふくむもの
と解することはできない。
(保険証券に記載されない約款の効力）
第113条保険契約によ り生じる会社に対する権利に関する法律行為は， 当該権利に
つきこれを保険証券に記載されていないかぎり， これをもって保険証券の所有者主
たは取得者に対し対抗することはできない。当該権利が保険証券に記載されている
ときは，その効力を糸とめない。
（保険約款の改正の効力）
保険金もしくは解約返戻金の支払または現行の契約関係に請ける保険約款第114条
の改正は，権利証書とともに保険証券の所有者との間に前条の法律行為が善意にな
または当該事実が保険証券に裏当該証券が会社に返還されているか，され，かつ，
害されていないかぎり，
とはできない。
これをもって同条に定められた善意の譲受人に対抗するこ
(保険証券の所持人に対する支払の効力）
第115条保険証券が所持人に対して発行され，またはその後にこれを第三者に譲渡
された場合においては，所持人は，その権利を証明しないかぎり，会社に対して保
険金を請求し，またはその他保険に関する権利を行使することはできない。
１７４
２保険金受取人の指定は，
る条項によっては，これ７
保険金は保険証券の所持人に支払われる旨を指定してい
これをすることはできない。
(保険契約者，保険金受取人の会社に対する権利の行使）
第116条 保険契約者または保険金受取人の会社に対する権利は， いずれも，これら
の者の債権者側の訴訟事件とすることはできない（117条)。
２保険契約が譲渡された場合において，譲受人が保険契約者の妻もしくは夫でない
または譲渡が対価を支払わないで行われたものでなければ，とき， 譲受人の権利は，
旨は，第117条にその債権者側の訴訟事件と考えることができる。 この場合においては，
定められた条項は，譲受人が支払った保険料につき，につき，または妻もしくは夫の譲渡に
これを準用する。関して妻もしくは夫が与えた報酬について，
（保険契約者の破産）
第117条保険契約者が破産し， 破産前３年間において支払期における保険契約者の
経済状況に照らし不当に多額の保険料を支払った事実が発見された場合においては，
破産財団は，会社に対し，
ただし，当該超過金額は，
当該超過金額を支払うべき旨を請求することができる。
解約返戻金または解約価格がないときは，保険契約者が
支払保険料によって当該権利を取得した保険料払済契約の資金額から支払われくぎ
るものとする。
破産開始前に保険金が支払われないで期日に達したとき，２ または破産手続進行中
に保険金が支払期に達したときは， 破産財団は， 前項の規定による条件のもとに保
険金の相当部分を財団に支払うべき旨を請求することができる。
３本条の規定は， 保険金受取人が指定されているかどうか， または保険契約者が保
険金受取人の指定変更権を放棄しているかどうかにかかわらず， 適用する。
４保険金受取人が指定について対価を支払ったときは，破産財団からこれが返還を
うけることができる。保険金受取人が保険金の支払をうける場合には，破産財団は,
保険金受取人に対してこれを請求することができる。
第３節年金保険
（年金保険の適用規定，年金
第118条年金保険については，
受取人の地位）
資金保険に関する規定を適用する。 ただし，会社は，
支払われるべき年金に対する権利が他の者に譲渡されたことを知らない間は， 年金
の支払につき指定された年金受取人に支払うことによって， その責を免除される。
権利譲渡に関する事実が年金証券に裏書されていない場合においても，同様とする。
２生存中に年金を支払われるべき者が年金契約者でない者であるときは，その者を
年金受取人に指定したものと糸なす。
第４章個人傷害保険および疾病保険
デンマーク保険契約（青谷和夫）１７５
(傷害保険・疾病保険の保険事故）
保険契約者または他人に生じることのあるべき傷害または疾病に関し，第119条 と
れを保険に付することができる。
（責任の範囲）
第120条保険に付された傷害または疾病が保険期間中に発生した場合，会社は，後
日生じることのあるべき有害な結果に対しても，その責に任じるものとする。
(危険の増加およびその適用の範囲）
保険証券に危険の程度の増加をふくむものとして明らかに特定された状況第121条
が保険期間中に生じた場合において，被保険者がその事実を知っているときは， 会
当該状況が危険の程度の増加をふくむ場合にかぎり，支払義務を免れるもの社は，
保険契約の効力発生の時に，状況の変更によって生じた状態が存
会社は，当該書類の締結を拒絶すべきであった場合にかぎられる
とする。ただし，
在したとすれば，
屯のとする。
会社が保険をすることが推定されるときは， 会社が危険の増加を知っているにか
ば，会社は，当該契約の存続を象と
２
かわらず，なお，契約の存続を糸とめたとすれば，
その責に任ずべきものとする。めた条件およびその限度において，
会社が再保険に付する方法のもとに自己の純責任額を制限したものと推定される３
その割合に応じて減額されるものとする。場合においては，保険金は，
４第48条および第４9条第２項の規定は，必要な修正を加えたうえで，これを本条の
場合に適用するものとする。
５危険の程度の増加は，より広い範囲において会社を免責させる旨を定めた協定は，
これを無効とする。ただし，第２項の規定に代えて，会社は，危険の増加が保険事
故の発生または損失の程度になんらの影響をおよぼさなかった限度においての承支
払義務を負う旨を定めた協定は，これを有効とする。
（準用規定）
第122条第102条から第106条までの規定は，個人傷害保険および疾病保険にこれを
準用する。
（保険契約者，被保険者の権利に関する訴訟）
第123条保険契約者および被保険者の会社に対する権利は，これらの者の債権者の
訴訟の目的とすることはできない。
（危険の招致）
第124条生命または健康を保険に付している者が，故意または重大な怠慢により保
またはその損害の範囲を縮少するため， 四囲の状況険事故の発生を防止Fするため，
から承て適当と承とめられる手段を怠った場合， または正当な理由がなくてこの関
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会社は，これに原係につき会社が定めた規則を守ることを怠った場合においては，
因すると承とめられる損害に対しては， 賠償の責に任じないものとする。
前項に規定する履行が該当者の有する自由意思を不法に拘束するものであるとき２
}ま，同項の規定は，適用されない。
３怠慢が第１項の規定よりも広い範囲またはその他の場合にまで法的効果を有する
旨の協定は，これを無効とする。
第５章付則
（施行期目）
第125条この法律は，1932年１月１日からこれを施行する。
（施行前の契約）
この法律の施行前に締結された保険契約については， 当該契約において定第126条
められた会社の通知により，契約が消滅し， または第８4条により更新されるべきそ
の第１日からこの法律を適用するものとする。
法務省の管理のもとにある建築物に付けられた火災保険に対しては， この法律は，２
この法律の施行後１年内でなければ法務省が決定した日から施行される。 ただし，
ならない。
第127条第26条および第２7条の規定は，これらの規定において特定された法的効果
を生ずる事故がこの法律の施行後おこるすべての場合に適用されるものとする。
第128条第29条の規定は，この法律の施行前に締結された保険契約について適用す
る。ただし，従来施行されていた法律により制限が従前からおこっていた場合のほ
同条に規定する期日の制限は， この法律施行の日から効力を生じるものとすカユは，
る゜
第129条 第34条の規定は，当該規定における保険事故がこの法律の施行後に生じた
場合にこれを適用する。
第130条この法律に定められた生命， 傷害または疾病の保険に関する保険金受取人
が指定されたすべての場合に適用される。
第131条第115条に定められた規定は，この法律の施行前に締結された生命保険契約
がこの法律の施行後に所持人に譲渡された場合には，これを適用しない。
第132条第116条および第１23条の規定は，この法律の施行前に訴訟手続がとられな
い場合のすべてについて適用されるものとする。
２第117条の規定は，前項の時期以後において．
れるものとする。
破産の宣告があったときに適用さ
第133条 保険契約者および被保険者の権利の保護につき， 他の法令においてこの法
律に定める該当条項よりも広い範囲においてこれを定めているときは， 当該条項は，
デンマーク保険契約（青谷和夫）１７７
なお，その効力を有するものとする。
２つぎの法令は，この法律施行の日からこれを廃止する。
11872年３月25日破産法その他に関する法律第27条（1902年５月２日 mroe島令
1829年４月13日告第72号，1892年４月１日商業海運法第230条から第266条まで，
唾roe島に関し1892年11月４日命令第203号参照)。示第108号,
その他この法律の抵触する法律の規定は， これを廃止する。２
